
Positive Action

定着に関連する指標 活躍に関連する指標

人事異動女性比率：
27.6％
店舗・事業所間異動
女性比率：33.9％

注1：「女性比率」とあるものは、「男女計に占める女性の割合」
注2：データは2011年現在、スーパーマーケット業54社のデータをもとに挿入

50歳賃金指数
76.8

指標1-1

指標7-1④

指標7-1③

指標7-1②

指標7-1①

40歳賃金指数
85.6

30歳賃金指数
93.8

25歳賃金指数
99.0

平均勤続年数 男女差：4.7年
男性　：14.9年
女性　：10.2年

10年目定着率
（採用人数に対する 
  残っている割合）

男性：52.3%
女性：31.8%

出産時離職 8.0%

男性：77.7%
女性：72.3%

3年目定着率
（採用人数に対する 
  残っている割合）

管理職女性比率 部長以上　：1.1%
店長クラス：3.2％

管理職予備軍
女性比率

副店長クラス：8.0%
チーフクラス：24.1％

10年目配置
（社員における
  販売職比率）

男性：80.7%
女性：77.2%

異動

評価 （５段階評価） 男性平均：2.97
女性平均：3.0

新任配置
（社員における
 販売職比率）

新任のほぼ全てが
店舗配置とのことで
「①販売（営業）」が
男女とも100.0％

全体：48.8%
大卒：38.5%

採用（女性比率） 中途採用（女性比率）

スーパーマーケット業界の業界平均値

9.4％
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平均賃金指数

75.6（男性を100）

指標10-1①

指標8-1②

指標8-2

指標8-1①

指標10-1③

指標10-1③

指標2-2

指標10-2

指標5-1②

指標3-1

　業種別実態調査票より、平均賃金指数を男女処遇格差を表す最終的な指標とし、同指数の決定に影響す
る要素を「活躍」と「定着」に関連する指標として分類整理したものが、先に紹介した「表 1」（P.11）の
図です。これらの指標については、現時点での業界の平均値が設定されています。
　各企業においては、これらの業界平均値と自社のデータを比較して、業界内での自社の状況を確認する
ことができます。スーパーマーケット業においては、「業界平均値」、平均賃金指数の「上位企業平均値」、「下
位企業平均値」を用意しています。自社の取組目標に応じて、比較する値を選択してください。

　業界平均値参考 2
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採用（女性比率）

定着に関連する指標 活躍に関連する指標

平均賃金指数

平均勤続年数 男女差： 3.2年
男性　：14.4年
女性　：11.2年

10年目定着率
（採用人数に対する 
  残っている割合）

男性：58.9%
女性：40.2%

出産時離職 3.2%

男性：79.3%
女性：76.4%

3年目定着率
（採用人数に対する 
  残っている割合）

管理職女性比率 部長以上：1.6%
店長クラス：4.6％

管理職予備軍
女性比率

副店長クラス：11.8%
チーフクラス：28.1％

10年目配置
（社員における
  販売職比率）

男性：71.3%
女性：77.3%

異動

評価 （５段階評価） 男性平均：2.90
女性平均：2.98

人事異動女性比率：
35.8％

新任配置
（社員における
 販売職比率）

新任のほぼ全てが
店舗配置とのことで
「①販売（営業）」が
男女とも100.0％

スーパーマーケット業界の上位企業平均値

女
性
社
員
比
率

2
6・9
%

83.2（男性を100）

指標10-1①

指標8-1②

指標8-2

指標8-1①

指標10-1③

指標10-1③

指標2-2

指標5-1②

指標3-1

全体：49.0%
大卒：43.8%

指標1-1

30歳賃金指数
97.2

指標7-1②

40歳賃金指数
87.4

指標7-1③

50歳賃金指数
82.6

指標7-1④

25歳賃金指数
100.1
指標7-1①

注1：「女性比率」とあるものは、「男女計に占める女性の割合」
注２：全国平均値より水準が高い場合は太字で表示している

店舗・事業所間異動
女性比率：35.9％

指標10-2
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採用（女性比率）

定着に関連する指標 活躍に関連する指標

平均賃金指数 指標10-2

指標1-1

注1：「女性比率」とあるものは、「男女計に占める女性の割合」
注２：全国平均値より水準が高い場合は太字で表示している

50歳賃金指数
68.8

40歳賃金指数
77.0

30歳賃金指数
89.7

25歳賃金指数
97.9

平均勤続年数 男女差：  6.6年
男性　：16.3年
女性　：  9.7年

10年目定着率
（採用人数に対する 
  残っている割合）

男性：46.2%
女性：22.0%

出産時離職 25.2%

男性：76.1%
女性：75.6%

3年目定着率
（採用人数に対する 
  残っている割合）

管理職女性比率 部長以上　：0.6%
店長クラス ：3.6％

管理職予備軍
女性比率

副店長クラス：5.7%
チーフクラス：18.5％

10年目配置
（社員における
  販売職比率）

男性：77.2%
女性：73.0%

異動

評価 （５段階評価） 男性平均：3.03
女性平均：3.00

人事異動女性比率：
18.3％

新任配置
（社員における
 販売職比率）

新任のほぼ全てが
店舗配置とのことで
「①販売（営業）」が
男女とも100.0％

全体：39.5%
大卒：31.2%

スーパーマーケット業界の下位企業平均値

女
性
社
員
比
率

2
0・6
%

67.8（男性を100）

指標10-1①

指標8-1②

指標8-2

指標8-1①

指標7-1④

指標7-1③

指標7-1②

指標7-1①

指標10-1③

指標10-1③

指標2-2

指標5-1②

指標3-1

店舗・事業所間異動
女性比率：29.5％
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〈指標解説〉
平均賃金指数

● 男女間賃金格差は、男女の管理職比率や平均勤続年数に差異があることが主な要
因となっています。

● 女性社員の比率に照らして、昇進・昇格の程度が男女で同じになるということは、 
男女均等に管理職への昇進・昇格ができていることを示します。これは女性が男 
性と同様の職務経験やキャリアを積んで昇進・昇格の対象となっていること、そ 
のため同等の活用や処遇を受けていること、即ち「活躍」が進んでいることを示 
します。

● 勤続年数の長さが、男女で格差が小さくなることは、女性も家庭的理由などで退
社することなく、男性と同様に勤め続けることができていること、即ち「定着」が
進んでいることを示します。

● 従って、男女での平均賃金は、男女の活用（昇進）や勤続の実態を総合的に反映
した指数と言えます。同指数が 100 に近づくほど、「活躍」と「定着」の両方が
進んでおり、男女格差が解消されつつあることを示します。

「活躍」に関する指標（右側の指標）

代表的な指標として、管理職女性比率を選定していますが、管理職に至るまでの男 
女均等取扱いに関する指標として、以下の指標を設定しています。

A 管理職女性比率：部長以上クラス（役員含む）や課長クラスに占める女性比率
B 管理職予備軍女性比率：主任・係長クラスに占める女性比率
C 10 年目配置：10 年目での特定職種（販売）の男女比率差
D 異動：人事異動に占める男女比率差。特に部門・店舗をまたぐ異動の比率も検証
　 →男女ともに同頻度で異動が実施され、職務経験の機会が均等になっていることを検証します
E 評価：男女で人事評価点数に対する格差が生じていないか検証します
F 新任配置：入社後の配属段階で部門や職務が偏っていないか検証します

「定着」に関する指標（左側の指標）

平均勤続年数で表されるように、女性が途中でキャリアを断絶することなく、男性と
同様に勤続できているのか？を検証する指標として、勤続の節目ごとに以下の指標を
採用しています。

A 平均勤続年数の男女差：現時点での在籍社員の勤続年数平均の男女差
B 10 年目定着率：現時点での勤続 10 年目社員の在籍率
C 出産時の離職率：補足指標として育児休業取得率
D ３年目定着率：現時点での勤続３年目社員の在籍率

採用（女性比率）

応募状況も踏まえつつ、男女の採用状況を確認します。応募状況に比べ、男女の採
用比率が極端に偏っていないか？などを検証します。
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「見える化」支援ツール
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